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「本庁・総合支所における事務・事業の見直し」と
令和８年度以降の組織機構改革に係る基本的な考え方について



～ P１ ～

人口減少が及ぼす影響について

人口減少がなぜ問題なのか？

・地域の活性化が失われる（賑やかさの減少

・各産業の担い手不足、経済活動の減少

・人や企業の減少による税収の

・公共施設の一人あたりの維持費負担の増加

地域から人がいなくなることは、多くの問題の根本的な原因となっています

この問題の対応策の一つとして、市がおこなっ
ている事務事業を本庁に集約し、総合支所を含
めた組織の再編を進め、市役所組織の効率化、
省人化に向けた改革に取り組んでいます。

明るい将来へのために、
様々な改革を、市民の皆
さんと一緒に取り
組むことにより、
この問題に対応
出来ると考えて
います！

人口減少は私たちの生活に様々な影響を与える最大の問題。例えば・・・

合併：
由利本荘市

日本の人口ピーク：
H20年 1億2808人

2045年 由利本荘市
47，405人
現在よりも更に
３3.5％の減少！

地域コミュニティーの維持困難

雇用の場の減少

基本的な行政サービス維持への影響

統廃合を含めた施設のあり方の検討
H12



Ｒ８年度組織機構図（案）について

～ P２ ～

組織機構図R7度とR8年度案の比較



今後検討を予定している事項について

（R９年度以降、市役所組織全体で検討を要する事項について）

今後の検討をおこなう前に、R８年度からの新体制について適時、適切に検証をおこないながら、市民が安心して相談でき
る総合支所の体制づくりを進めていきます。そのうえで、現在おこなわれている持続的なサービスが継続できる体制づくりを
更に進めながら、一層の組織機構のスリム化と併せて地域づくりを強化する組織の在り方について検討をおこない、将来を見
据えた市民サービスの持続と向上を目指すものです。

～ P３ ～

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　検討項目
　　取組内容

今後の検討内容 検討する具体的な内容

総合支所の名称変更と課の廃止
・名称変更
・課の廃止

総合支所の名称については、処理する事務を踏まえつつどのような名称がふさわしいか更なる議論
が必要と判断し、令和9年度以降に検討する。
併せて、現在の２課（市民サービス課、産業建設課）体制についても検討する。

各種行政委員会事務局長の格づけの検討 ・職責・位置づけの見直し
部長級を配置していることから、近隣市の状況も参考にしながらその格づけを見直し、組織全体のス
リム化を検討する。

出張所、公民館の在り方について ・統廃合の検討
出張所、公民館については事務事業の見直しから総合支所の人員配置も削減されていることから、
総合支所からの距離や来客数など総合的な面から評価し、その統廃合について検討をおこなう。

人口減少化における地域づくり
のための組織改編

・地域づくりの取組を
強化できる組織の検討

人口減少化において、市役所全体の事務の集約化を図るとともに、急速に人口が減少している市街
地周辺部の地域づくりについては組織として一体的な支援が出来る体制を構築する。

更なる組織機構のスリム化 ・部局数の見直し 人口減少に合わせ更なる効率的な組織運営を目指し、部の再編を検討する。

これからの地域における
総合支所機能の検討

・相談窓口機能以外の地域
のための総合支所の

新たな活用

地域づくりのために総合支所の新たな機能について検討をおこなう。人員の集約により、余剰ス
ペースが生まれることから、庁舎の新たな活用方法や総合支所の持つ条件（耐用年数、修繕経費、利
便性など）によっては、市民サービス提供のため支所機能を最大限に発揮できる既存の施設への移
転も含めた総合支所の新たな在り方の検討をおこなう。

● 今後の検討事項

R８年度の体制について随時調整をおこないながら、市民に安心して相談できる総合支所の確立を大前提として、今後、以下の取組について検討をおこなう。


